
法務省大臣官房秘書課
企画再犯防止推進室

令和８年２月２６日（木）

令和７年度
PFS/SIB実務者セミナー

【法務省資料】



本日お話しすること

１ 「再犯防止」について

２ 法務省におけるPFS／SIBの取組について

３ 地方公共団体向け支援メニューについて次期
再犯防止推進計画の策定に向けて次期再犯防止推進計画の策定に向けて
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令和６年の刑法犯認知件数は約７３万７千件
平成１５年から減少傾向にあったが、ここ３年は増加している。
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刑法犯検挙人員の約半数が再犯者である

（出典：警察庁犯罪統計）

新たな被害者を生まない「安全・安心な社会」を実現するためには、
再犯防止の取組が重要
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（２）第二次再犯防止推進計画（令和５～９年度）
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７つの重点課題に対し96の施策
① 就労・住居の確保等
② 保健医療・福祉サービスの利用の促進等
③ 学校等と連携した修学支援の実施等
④ 犯罪をした者等の特性に応じた効果的な指導の実施等
⑤ 民間協力者の活動の促進等
・ 再犯防止分野においてPFS事業を推進

・ 地方公共団体に対し、PFSを活用した再犯防止事業の導入に向けた支援を行う

⑥ 地域による包摂の推進
⑦ 再犯防止に向けた基盤の整備等



（3）PFSアクションプラン
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（１）SIBを活用した非行少年への学習支援事業（令和３年度～５年度）
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（２）SIBを活用した非行少年への学習支援事業総括レポート
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（３）再犯防止に係る広報・啓発事業
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事業の概要
・実施期間：令和２年度～毎年度（単年度事業）
・実施方法：PFS方式

令和７年度は、
お笑いコンビ、コットンを起
用した動画を作成し、
インターネット上で公開

https://www.youtube.com/
@MOJchannel/videos

https://www.youtube.com/@MOJchannel/videos
https://www.youtube.com/@MOJchannel/videos
https://www.youtube.com/@MOJchannel/videos
https://www.youtube.com/@MOJchannel/videos
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背 景
○ 刑務所出所者等の再犯防止を更に推進するには、国と地方公共団体が連携した「息の長い」支援が不可欠
○ 第二次再犯防止推進計画において、国・都道府県・市区町村が担うべき具体的役割を明示
○ 都道府県において、地域の実情に応じた再犯防止施策を実施することができるよう、国による財政支援を実施

補助率１／２
（最大１５０万円）

事業イメージ

（費目例）

人件費、報償費、旅費、使用料及び賃借料、

需用費（印刷製本費、消耗品費等）、

役務費（通信運搬費等）、委託料 等

財政支援
（補助金）

○ （基礎自治体に対する）施策の企画立案支援等
・ 基礎自治体間での施策の調整や情報共有を行うための会議等の開催 【必須事務】

・ 基礎自治体が地方計画を策定・実施・評価するための情報提供、助言 など

○ （基礎自治体に対する）理解促進・人材育成
・ 基礎自治体職員等の理解促進のための研修会等の開催 【必須事務】 など

○ （都道府県が行う）直接支援
就労・住居支援 ／ 専門的支援 ／ 相談支援 のいずれか１つを実施

地域再犯防止推進事業として、以下のメニューを実施

※ 都道府県負担分について地方交付税措置

事業内容
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（１）地域再犯防止推進交付金

事業を委託して実施することも可能
委託に当たっては、PFSの活用を検討



（２）PFS/SIBの手引き

15

再犯防止分野における
PFS／SIBの手引き

地方公共団体において、
再犯防止分野におけるPFS／SIB事業の
導入・実施を検討する際にご活用いただけるよう、

法務省が行ってきた２つのPFS事業を素材として、
PFS事業の導入・実施のプロセスを解説する手引き
を作成

法務省HPにおいて公表
https://www.moj.go.jp/hisho/saihanbous
hi/hisho04_00094.html

https://www.moj.go.jp/hisho/saihanboushi/hisho04_00094.html
https://www.moj.go.jp/hisho/saihanboushi/hisho04_00094.html
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